
承認案第３号 

専決処分の承認を求めることについて 

 

地方自治法第1 7 9条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分したので、

同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。 

平成20年６月６日提出 

天理市長 南  佳 策 



専決第８号 

専  決  処  分  書 

 

地方税法等の一部を改正する法律（平成20年法律第21号）の公布に伴い、天

理市税賦課徴収条例（昭和29年７月天理市条例第30号）の一部を改正する必要

が生じたが、特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明

らかであると認め、地方自治法（昭和22年法律第67号）第1 7 9条第１項の規定

により、別紙のとおり専決処分する。 

平成20年４月30日 

天理市長 南  佳 策 
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天理市税賦課徴収条例の一部を改正する条例 

天理市税賦課徴収条例（昭和29年７月天理市条例第30号）の一部を次のよう

に改正する。 

第23条第１項第４号中「及び市内に事務所、事業所又は寮等を有する法人で

ない社団又は財団で代表者又は管理人の定めのあるもの（第３項に規定するも

のを除く。第31条第２項及び第45条第１項において同じ｡)」を削り、同条第３

項中「廃止したものを含む。」の次に「第31条第２項の表の第１号において「人

格のない社団等」という。」を加え、「この節中法人」を「この節の規定中法

人の市民税」に改める。 

第31条第２項中「法人等（法人及び法人でない社団又は財団で代表者又は管

理人の定めのあるものをいう。以下この節において同じ｡)」を「法人」に改め、

同項の表を次のように改める。 

法 人 の 区 分 税  率 

(１) 次に掲げる法人 

ア 法人税法第２条第５号の公共法人及び法第2 9 4条第７項に 

規定する公益法人等のうち、法第2 9 6条第１項の規定により 

均等割を課することができないもの以外のもの（法人税法別 

表第２に規定する独立行政法人で収益事業を行うものを除

く｡） 

イ 人格のない社団等 

ウ 一般社団法人（非営利型法人（法人税法第２条第９号の２ 

に規定する非営利型法人をいう。以下この号において同じ｡) 

に該当するものを除く｡)及び一般財団法人（非営利型法人に 

該当するものを除く｡) 

エ 保険業法（平成７年法律第1 0 5号）に規定する相互会社以 

外の法人で資本金の額又は出資金の額を有しないもの（アか 

らウまでに掲げる法人を除く｡) 

オ 資本金等の額（法人税法第２条第16号に規定する資本金等 

の額又は同条第17号の２に規定する連結個別資本金等の額 

（保険業法に規定する相互会社にあっては、令第45条の３の 

年額 ５万円 
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２に定めるところにより算定した純資産額））を有する法人

（法人税法別表第２に規定する独立行政法人で収益事業を行

わないもの及びエに掲げる法人を除く。以下この表において

同じ｡)で資本金等の額が1,000万円以下であるもののうち、

市内に有する事務所、事業所又は寮等の従業者（俸給、給料

若しくは賞与又はこれらの性質を有する給与の支給を受ける

こととされる役員を含む｡)の数の合計数（次号から第９号ま

でにおいて「従業者数の合計数」という｡)が50人以下のもの 

 

(２) 資本金等の額を有する法人で資本金等の額が1,000万円以

下であるもののうち、従業者数の合計数が50人を超えるもの 

年額 12万円 

(３) 資本金等の額を有する法人で資本金等の額が1,000万円を

超え１億円以下であるもののうち、従業者数の合計数が50人以

下であるもの 

年額 13万円 

(４) 資本金等の額を有する法人で資本金等の額が1,000万円を

超え１億円以下であるもののうち、従業者数の合計数が50人を

超えるもの 

年額 15万円 

(５) 資本金等の額を有する法人で資本金等の額が１億円を超え

10億円以下であるもののうち、従業者数の合計数が50人以下で

あるもの 

年額 16万円 

(６) 資本金等の額を有する法人で資本金等の額が１億円を超え

10億円以下であるもののうち、従業者数の合計数が50人を超え

るもの 

年額 40万円 

(７) 資本金等の額を有する法人で資本金等の額が10億円を超え

るもののうち、従業者数の合計数が50人以下であるもの 

年額 41万円 

(８) 資本金等の額を有する法人で資本金等の額が10億円を超え 

50億円以下であるもののうち、従業者数の合計数が50人を超え

るもの 

年額 1 7 5万円 

(９) 資本金等の額を有する法人で資本金等の額が50億円を超え

るもののうち、従業者数の合計数が50人を超えるもの 

年額 3 0 0万円 
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第31条第３項中「若しくは第４号」を削る。 

第36条の２第６項中「給与所得に」を「給与所得若しくは公的年金等に係る

所得に」に改める。 

第48条の見出し並びに同条第１項及び第４項中「法人等」を「法人」に改め

る。 

第50条の見出し及び同条第１項中「法人等」を「法人」に改める。 

 第54条第５項中「本項」を「この項」に、「独立行政法人緑資源機構が独立行

政法人緑資源機構法（平成14年法律第1 3 0号）により行う同法第11条第１項第

７号イの事業及び同法附則第８条第１項の規定により行う森林開発公団法の一

部を改正する法律（平成11年法律第70号）附則第８条の規定による廃止前の農

用地整備公団法」を「独立行政法人森林総合研究所が独立行政法人森林総合研

究所法（平成11年法律第1 9 8号）附則第９条第１項又は第11条第１項の規定に

より行う旧独立行政法人緑資源機構法（平成14年法律第1 3 0号）第11条第１項

第７号イの事業又は旧農用地整備公団法」に改め、同条第６項中「本項」を「こ

の項」に改め、同条第７項中「第10条の２の７」を「第10条の２の９」に、「本

項」を「この項」に改める。 

 第1 3 1条第２項中「本節」を「この節」に改め、「、昭和44年１月１日（令第

54条の11第１号に掲げる土地にあっては昭和47年４月１日、同条第２号に掲げ

る土地にあっては昭和48年７月１日）前に取得したもの及び」及び「都市計画

法（昭和43年法律第1 0 0号）第７条第１項に規定する市街化区域内に所在する

土地以外の土地で同日において」を削り、同条第３項中「本項」を「この項」

に改め、同条第４項中「独立行政法人緑資源機構が独立行政法人緑資源機構法

により行う同法」を「独立行政法人森林総合研究所が独立行政法人森林総合研

究所法附則第９条第１項の規定により行う旧独立行政法人緑資源機構法」に、

「本項」を「この項」に改め、同条第５項中「本項」を「この項」に改める。 

第1 4 0条の２中「都市計画法」の次に「（昭和43年法律第1 0 0号）」を加え、

「本節」を「この節」に改める。 

 第1 4 1条第２項中「から第28項まで、第30項、第31項、第33項又は第36項か

ら第38項まで」を「、第24項、第26項、第27項、第29項又は第31項から第33項
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まで」に改める。 

附則第７条の３第３項中「申告書」を「市民税住宅借入金等特別税額控除申

告書」に改め、「市長に提出した場合（」の次に「市民税の納税通知書が送達

された後に市民税住宅借入金等特別税額控除申告書が提出された場合において、

当該納税通知書が送達される時までに市民税住宅借入金等特別税額控除申告書

が提出されなかったことについて、市長においてやむを得ない理由があると認

めるとき又は」を加える。 

 附則第10条の２第１項中「第16条第１項」を「第15条の６第１項」に改め、

同条第２項中「第16条第３項又は第４項」を「第15条の８第１項又は第２項」

に改め、同条第３項中「第16条第５項」を「第15条の８第３項」に改め、同条

第４項中「第16条第６項」を「第15条の８第４項」に改め、同条第５項中「第

16条第７項」を「第15条の８第５項」に改め、同条第６項中「第16条第８項」

を「第15条の９第１項」に改め、同項第６号中「提出できなかった」を「提出

することができなかった」に改め、同条第７項中「第16条第11項」を「第15条

の９第４項」に、「同条第12項」を「同条第５項」に、「同条第11項に規定する

改修工事」を「同条第４項に規定する居住安全改修工事」に改め、同項第５号

及び第６号中「改修工事」を「居住安全改修工事」に改め、同項第７号中「改

修工事」を「居住安全改修工事」に、「提出できなかった」を「提出することが

できなかった」に改め、同条に次の１項を加える。 

８ 法附則第15条の９第９項の熱損失防止改修住宅又は同条第10項の熱損失防

止改修専有部分について、これらの規定の適用を受けようとする者は、同条

第９項に規定する熱損失防止改修工事が完了した日から３月以内に、次に掲

げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第８項各号に掲げる書類を

添付して市長に提出しなければならない。 

(１) 納税義務者の住所及び氏名又は名称 

(２) 家屋の所在、家屋番号、種類、床面積及び人の居住の用に供する部分 

 の床面積 

(３) 家屋の建築年月日及び登記年月日 

 (４) 熱損失防止改修工事が完了した年月日 
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(５) 熱損失防止改修工事に要した費用 

(６) 熱損失防止改修工事が完了した日から３月を経過した後に申告書を提 

 出する場合には、３月以内に提出することができなかった理由 

 附則第10条の３第１項第２号中「第16条第５項」を「第15条の８第３項又は

第５項」に改め、「前条第３項第２号」の次に「又は第５項第２号」を加え、

同項第３号中「第16条第１項、第２項又は第５項」を「第15条の６第１項若し

くは第２項又は第15条の８第３項から第５項まで」に、「又は第４項第３号」

を「、第４項第３号又は第５項第３号」に改め、同条第２項中「、第３項、第

４項、第５項又は第６項」を「又は第３項から第５項まで」に改める。 

 附則第13条の６第４項中「第16条第４項」を「第15条の８第２項」に改める。 

附則第20条第１項中「第35条の３第11項」を「第35条の３第９項」に、「第

18条の６第22項」を「第18条の６第17項」に改め、同条第２項中「第８項にお

いて同じ。」を削り、同条第３項中「第35条の３第14項」を「第35条の３第12

項」に改め、同条第４項中「及び附則第19条の３」を削り、「、附則第19条第

１項」を「、同項」に改め、「と、附則第19条の３中「計算した金額（」とあ

るのは「計算した金額（附則第20条第３項の規定の適用がある場合には、その

適用後の金額。」」を削り、同条第７項及び第８項を削る。 

 附則第36条中「第14項、第15項、第32項、第34項、第38項、第41項、第42項、 

第44項、第45項、第47項から第52項まで、第55項若しくは第57項」を「第13項、 

第28項、第30項、第34項、第37項、第38項、第40項、第41項、第43項から第48 

項まで、第51項若しくは第53項から第58項まで」に、「第36項から第38項まで｣ 

を「第31項から第33項まで」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。 

（個人の市民税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、改正後の天理市税賦課徴収条例（以下

「新条例」という｡)の規定中個人の市民税に関する部分は、平成20年度以後

の年度分の個人の市民税について適用し、平成19年度分までの個人の市民税
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については、なお従前の例による。 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という｡)前に改正前の天理市税賦課

徴収条例（以下「旧条例」という｡)附則第20条第７項の市民税の所得割の納

税義務者が同項に規定する払込みにより同項に規定する取得をした同項に規

定する特定株式については、同項及び同条第８項の規定は、なおその効力を

有する。この場合において、同条第７項中「平成21年３月31日」とあるのは、

「地方税法等の一部を改正する法律（平成20年法律第21号）の公布の日前」

とする。 

３ 施行日から平成22年３月31日までの間における新条例附則第20条第４項の

規定の適用については、同項中「の規定の適用について」とあるのは「及び

附則第19条の３の規定の適用について」と、「同項」とあるのは「附則第19

条第１項」と、「とする」とあるのは「と、附則第19条の３中「計算した金

額（」とあるのは「計算した金額（附則第20条第３項の規定の適用がある場

合には、その適用後の金額。」とする」とする。 

（法人の市民税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中法人の市民税に関する

部分は、平成20年４月１日以後に開始する事業年度分の法人の市民税及び同

日以後に開始する連結事業年度分の法人の市民税について適用し、同日前に

開始した事業年度分の法人の市民税及び同日前に開始した連結事業年度分の

法人の市民税については、なお従前の例による。 

２ 旧条例第23条第１項第４号に規定する法人でない社団又は財団に対して課

する平成19年度分までの法人の市民税の均等割については、なお従前の例に

よる。 

３ 新条例第31条の規定（同条第２項の表の第１号アに掲げる法人に係る部分

に限る｡)は、平成20年度分以後の年度分の法人の市民税の均等割について適

用し、旧条例第31条第２項の表の第１号中法人税法第２条第５号の公共法人

及び同条第６号の公益法人等（防災街区整備事業組合、管理組合法人及び団

地管理組合法人、マンション建替組合、地方自治法（昭和22年法律第67号）

第2 6 0条の２第１項の認可を受けた地縁による団体並びに特定非営利活動促
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進法（平成10年法律第７号）第２条第２項に規定する法人を含む｡)で均等割

のみを課されるものに対して課する平成19年度分までの法人の市民税の均等

割については、なお従前の例による。 

４ 施行日から一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成18年法律第

48号）の施行の日の前日までの間における新条例第31条第２項の規定の適用

については、同項の表の第１号中 

「ウ 一般社団法人（非営利型法人（法人税法第２条第９号の２に規定す 

  る非営利型法人をいう。以下この号において同じ｡)に該当するものを 

  除く｡)及び一般財団法人（非営利型法人に該当するものを除く｡) 

 エ 保険業法（平成７年法律第1 0 5号）に規定する相互会社以外の法人 

  で資本金の額又は出資金の額を有しないもの（アからウまでに掲げる 

法人を除く｡) 

 オ 資本金等の額（法人税法第２条第16号に規定する資本金等の額又は 

同条第17号の２に規定する連結個別資本金等の額（保険業法に規定す 

る相互会社にあっては、令第45条の３の２に定めるところにより算定 

した純資産額））を有する法人（法人税法別表第２に規定する独立行 

政法人で収益事業を行わないもの及びエに掲げる法人を除く。以下こ 

の表において同じ｡)で資本金等の額が1,000万円以下であるもののう 

ち、市内に有する事務所、事業所又は寮等の従業者（俸給、給料若し 

くは賞与又はこれらの性質を有する給与の支給を受けることとされる 

役員を含む｡)の数の合計数（次号から第９号までにおいて「従業者数 

  の合計数」という｡)が50人以下のもの               」 

とあるのは、 

「ウ 保険業法（平成７年法律第1 0 5号）に規定する相互会社以外の法人 

で資本金の額又は出資金の額を有しないもの（ア及びイに掲げる法人 

を除く｡) 

エ 資本金等の額（法人税法第２条第16号に規定する資本金等の額又は 

同条第17号の２に規定する連結個別資本金等の額（保険業法に規定す 

る相互会社にあっては、令第45条の３の２に定めるところにより算定 
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した純資産額））を有する法人（法人税法別表第２に規定する独立行 

政法人で収益事業を行わないもの及びウに掲げる法人を除く。以下こ 

の表において同じ｡)で資本金等の額が1,000万円以下であるもののう 

ち、市内に有する事務所、事業所又は寮等の従業者（俸給、給料若し 

くは賞与又はこれらの性質を有する給与の支給を受けることとされる 

役員を含む｡)の数の合計数（次号から第９号までにおいて「従業者数 

の合計数」という｡)が50人以下のもの               」 

 とする。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第４条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部

分は、平成20年度以後の年度分の固定資産税について適用し、平成19年度分

までの固定資産税については、なお従前の例による。 

（都市計画税に関する経過措置） 

第５条 新条例の規定中都市計画税に関する部分は、平成20年度以後の年度分

の都市計画税について適用し、平成19年度分までの都市計画税については、

なお従前の例による。 
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